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＜雇用関係の承継が認められた事案＞ 

 
一 青山会事件（東京高裁平 14.2.27 判決） 

 
１．事案の概要 
○ 医療法人 X 経営のｘ病院が閉鎖され、医療法人 Y がｘ病院の施設、業務等を引き継

いでｙ病院を開設した際、ｘ病院に勤務していた労働組合員 A１、A２の２名（看護助

手又は准看護婦）がｙ病院に採用されなかった。 
 この不採用が労働組合法の不当労働行為であるとして地方労働委員会が採用等を命

ずる救済命令を発し、中央労働委員会も再審査申立てを棄却する旨の命令を発したため、

Y がその取り消しを求めて提訴した事案。 
○ １審（東京地裁）は中央労働委員会の命令に違法はなく、Ｙの請求に理由はないもの

として棄却した。Ｙはこれを不服として控訴した。 
 

２．判決の要旨 
○ 本件譲渡は、病院経営という事業目的のため組織化され、有機的一体として機能する

X の財産の譲渡を受け、事業を受け継いだものということができるから、商法上の営業

譲渡に類似するものということができる。 
○ 営業譲渡の場合、譲渡人と被用者との雇用関係を譲受人が承継するかどうかは、原則

として、当事者の合意により自由に定め得るものと解される。しかしながら、契約自由

の原則とはいえ、当該契約の内容が我が国の法秩序に照らして許容されないことがあり

得るのは当然である。 
○ ｙ病院の採用の実態をみると、ｘ病院の職員、特に数も多数を占める看護課の職員に

ついては、A1、A2 を除いて、採用を希望する者全員について採用面接し、採用を希望

し、賃金等の条件面の折り合いが付いた者全員を採用しているのであって、採用の実態

は、新規採用と言うよりも、雇用関係の承継に等しいものとなっている。 
○ X と Y との契約において、X の職員の雇用契約上の地位を承継せず、雇用するかどう

かは Y の専権事項とする旨が合意されているが、採用の実態にかんがみれば、この合

意は労働組合及び A1、A2 を嫌悪した結果これを排除することを主たる目的としていた

ものと推認され、かかる目的をもってされた合意は、労働組合法の規定の適用を免れる

ための脱法の手段としてされたものと見るのが相当である。したがって、本件不採用は

従来からの組合活動を嫌悪して解雇したに等しく、不利益取扱いとして不当労働行為に

当たる。 
 

 

二 勝英自動車学校（大船自動車興業）事件（横浜高裁平 17.5.15 判決） 

 

１．事案の概要  

○ Ｘ社は、Ｙ社との間でＹ社へ営業の全部を譲渡する契約を締結し、また、その日に株
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主総会でその営業譲渡契約を承認するとともにＸ社の解散を議決した。同契約４条にお

いて、Ｙ社は、Ｘ社の従業員の雇用を引き継がないが、Ｘ社の従業員でＹ社での再就職

を希望し、かつＸ社がＹ社に通知した者については新たに雇用することが定められた。 

また、Ｘ社とＹ社との間で、本件営業譲渡契約の締結時までに、①Ｘ社と従業員との

労働契約をＹ社との関係で移行させる、②賃金等の労働条件がＸ社を相当程度下回る水

準に改訂されることに異議のあるＸ社の従業員については前記移行を個別に排除する、

③この目的を達成する手段としてＸ社の従業員全員に退職届を提出させ、退職届を提出

した者をＹ社が再雇用するという形式を採るものとし、退職届を提出しない従業員に対

しては、Ｘ社において会社解散を理由とする解雇に付する、との合意がなされた。 

退職届を提出しなかったＡらは、Ｘ社から解散を理由に解雇され、Ｙ社に雇用されな

かったことから、ＡらがＹ社との労働契約上の権利を有する地位にあることの確認等を

求めた事案。 

○ １審（横浜地裁）は上記合意の②、③は民法９０条に違反するとして無効とし、①の

みが有効として雇用の承継を認めた。Ｙ社はこれを不服として控訴した。 

 

２．判決の要旨  

○ 本件解雇は、会社解散を理由としているが、実際には、Ｙ社の賃金等の労働条件がＸ

社を相当程度下回る水準に改訂されることに異議のある従業員を個別に排除する目的

に行われたものであり、客観的に合理的な理由を欠き社会通念上相当として是認するこ

とができないから、解雇権の濫用として無効である。 

○ 上記の合意の②、③の合意部分は、民法９０条に違反して無効である。上記合意の目

的と符節を合わせた本件営業譲渡契約４条も民法９０条に違反して無効になる。 

したがって、上記合意は、Ｘ社と従業員との労働契約を、（略）Ｙ社との関係で移行

させるという原則部分のみが有効なものとして残存することとなる。 

○ 本件解雇が無効となることによって本件解散時においてＸ社の従業員としての地位

を有することとなるＡらについては、上記合意の原則部分に従って、Ｙ社に対する関係

で、本件営業譲渡が効力を生じる日をもって、本件労働契約の当事者としての地位が承

継される。 

 

 

三 Ａラーメン事件（仙台高裁平 20.7.25 判決） 

 

１．事案の概要  

○ ラーメン店経営のＸ社（Ｙ代表取締役）は社員総会の決議により解散し、それ以降Ｙ

が個人で同じ屋号「Ａラーメン」で当該ラーメン店を経営してきた。その後、Ｘ社及び

Ｙに雇用されていたＡは退職に当たり、Ｘ社との雇用契約に基づいて発生した時間外手

当等の支払いをＹに求めた事案。 

○ １審（仙台地裁）は、Ｘ社とＹの間に明示的な営業譲渡契約はないが、従業員の雇用

関係を含めたラーメン店「Ａラーメン」の営業をＸ社から譲り受けたものとして、Ａの
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請求を認容した。Ｙはこれを不服として控訴した。 

 

２．判決の要旨 

 ○ Ｘ社とＹとの間には実質的同質性が認められ、Ｘ社の営業については実質的同一性 

を有するＹがこれを事実上包括的に承継したものというべきである。 
○ Ｘ社の解散の前後を通じ、Ａを含む従業員の労働条件に何ら変化がなく、Ａが、Ｘ社

から解雇通告を受けたり、解雇予告手当の支払を受けたりしておらず、Ｙとの間で新た

に雇用契約も締結していないという事情に照らせば、Ｘ社とＹとの間で、上記の事実上

の営業の包括的承継に伴いＸ社と従業員との間の労働契約も承継することが黙示に合

意されていたものと認められ、Ａも、特段異議を述べていないから、Ｘ社からＹへの労

働契約の承継に黙示の承諾を与えていたと認められる。   
 
 
四 日本言語研究所ほか事件（東京地裁平 21.12.10 判決） 

   
１．事案の概要  

○ Ａはかつて雇用されていたＸ社が倒産したことから、Ｘ社に対する雇用契約上の地位

確認及び未払賃金等の支払を命じる確定判決の実現が不可能になった。Ｘ社は、Ａその

他の債権者に対する未払賃金等の債務を免ずる目的で事実上倒産させ、経営実態がほと

んど同一のＹ１社及びＹ２社に営業等の大半を譲渡するなどして、法人格を濫用したも

のであるとして、法人格否認の法理に基づき、ＡがＹ１社に対し雇用契約上の権利を有

する地位の確認等を求めた事案。 

 

２．判決の要旨 

 ○ もともとＹ１社・Ｙ２社はＸ社の一営業部門たる性質を有し、（略）Ｂ（Ｘ社代表取

締役）は、Ｘ社及びＹ１社・Ｙ２社を自己の意のままに管理支配できる地位にあったと

いうべきである。 

そして（略）Ｘ社は、（略）その営業権のすべてをＹ１社・Ｙ２社に譲渡し、その結

果、Ｘ社は多額の累積未払賃金債務を残したまま倒産し、Ｙ１社・Ｙ２社は、従前、Ｘ

社が行っていたものと実質的に同一の事業を継続しているのであって、これらの事実に

鑑みれば、Ｘ社は、Ａその他の債権者に対して負担する多額の未払賃金等の債務を免れ

る目的で、営業権のすべてをＹ１社・Ｙ２社に承継させ、自らを倒産させたものと認め

るのが相当である。したがって、Ｘ社の倒産及びＹ１社・Ｙ２社への営業権の承継は、

Ａその他の債権者に対するＸ社の債務の逸脱を目的としてされた会社制度の濫用とい

うべきである。 
そうすると、法人格否認の法理により、Ｙ１社は、Ａに対しては、信義則上、Ｘ社と

は別異の法人格であることを主張することができず、Ａに対してＸ社が前訴判決で命じ

られた内容について、Ｘ社と並んで責任を負わなければならない。  
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五 吾妻自動車交通不当労働行為再審査事件（中労委平 21.9.16 命令） 

 
１．事案の概要 
○ Ｘ社が解散しその組合員を解雇し、さらに、Ｘ社の事業の一部を引き継いだＹ社がＸ社

の組合員以外の者を雇い入れる一方で組合員のみを雇い入れなかったことが、不当労働行

為であるとして救済申立てを行った事案。 
○ 初審は、Ｘ社の解散及び組合員の解雇は偽装解散であり不当労働行為に該当するとして、

その責任を承継したＹ社に対し組合員への解雇がなかったものとして取り扱う旨の救済

命令を発した。これに不服としてＹは再審査を申し立てた。 
 

２．命令の要旨 
○ Ｘ社及びＹ社の両社は、Ｘ社解散前より長らくＢ社長（両社の代表取締役）の強力な支

配力・影響力の下で、実質的に一つの経営体として運営されてきた（略）Ｘ社が従業員全

員を解雇し、Ｙ社が組合員以外の者を雇い入れる一方で、組合員のみを雇い入れなかった

ことは、一つの経営体としての両社がＢ社長の組合嫌悪の念に基づき、Ｘ社の事業の一部

をＹ社に事実上引き継ぎ両社の事業を実際上Ｙ社に集約する施策を利用して、組合及び組

合員の排除を行ったものとみざるを得ない。 
よって、両社における本件会社解散・事業の一部引継ぎを利用した本件解雇及び本件雇

入れ拒否は不当労働行為に該当する。 
 
 

＜雇用関係の承継が否定された事案＞ 

 

六 東京日新学園事件（東京高裁平 17.7.13 判決） 

 

１．事案の概要  

○ ３つの専門学校を設置運営していた学校法人Ｘ（旧法人）が経営破綻し解散した日に、

新しく設立された学校法人Ｙ（新法人）が当該専門学校の経営を引き継ぎ設置者変更の

認可を受けた。その際、当該専門学校の名称、生徒に変更はなかった。当該認可の前に、

Ｘが教職員を全員退職させ、Ｙはその中から運営に必要な教職員を採用すること等がＸ

と新法人設立発起人会代表との間で合意された。 

Ｘの専任教職員 183 名がこれに応募し、面接の結果、組合員を含む 154 名がＹに採用

されたが、組合活動を行っていたＡら３名は採用されなかった。そのため、Ａが不当労

働行為として不採用行為は無効と主張したのに対し、Ｙがこれを争い、Ａとの間に雇用

関係が存在しないことの確認を求めた事案。 

○ １審（さいたま地裁）は、労働力と一体として行われたと認められる事業全部の譲渡

において、引き続き雇用を希望する労働者を排除しようとする場合、解雇権濫用法理に

準じ客観的に合理的な理由がない場合には解雇は無効であるとした上、本件不採用は実

質的に整理解雇であり客観的、合理的理由を欠き無効であり、当該不採用行為は組合弱
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体化を図る目的でなされた不当労働行為であるとして、Ａの雇用関係の存在確認等が認

められた。Ｙはこれを不服として控訴した。 

 

２．判決の要旨  

○ Ｙは、（略）学校法人として、その目的及び業務並びに専門学校の名称はＸと同じで

あり、在校生を引き継ぎ、カリキュラムに変更はなく、（略）教職員の顔ぶれなどに継

続性が認められる。しかし、主たる事務所の所在地を異にし、理事の構成も全く異なる

上、引き継いだ後学校の１つを廃校とし、総生徒数が半数以下になったものであり、独

自の教育方針の下に校是を定めてこれを実現するための学科及びコースを新たに設置

するなどして、２校の設置運営を継続している。（略）以上の事実によれば、ＹとＸと

の間に、法的に教職員の雇用関係の承継を基礎づけ得るような実質的な同一性があるも

のと評価することはできない。 

○ 旧法人の解散と新法人の設立が、労働組合の壊滅その他一定の労働者を排除するため

にされるなど、法人格が濫用されていると認められる場合には、法人格否認の法理の適

用により、新旧法人の同一性を認めて、旧法人のした解雇を無効とし、新法人に雇用契

約関係の承継を認めることがあると考えられる。 

しかし、（略）Ｘの解散とＹの設立が、労働組合を壊滅させるとか、Ａの組合活動を

嫌悪してこれを排除するためにされたなど、法人格の濫用に当たるものと評価すべき事

実関係を認めるに足る証拠はない。 

○ 学校教育事業の承継が営業譲渡に類似するものだとしても、（略）営業の譲渡人と従

業員との間の雇用契約関係を譲受人が承継するかどうかは、譲渡契約当事者の合意によ

り自由に定められるべきものであり、営業譲渡の性質として雇用契約関係が当然に譲受

人に承継されることになるものと解することはできない。 

ＸとＹとの間には、雇用契約関係を承継しない旨の合意があったことは明らかである。 

○ 営業譲渡契約において、雇用契約関係を引き継がない合意をすることが自由であると

しても、その合意が、労働組合を壊滅させる目的でされたり、一定の労働者につきその

組合活動を嫌悪してこれを排除する目的でされたものと認められる場合には、そのよう

な合意は、公序（憲法２８条、労働組合法７条）に反し、無効であるべきである。しか

し、本件合意については、そのような無効事由は認められない。 

  

七 静岡フジカラーほか２社事件（東京高裁平 17.4.27 判決） 

 
１．事案の概要  

○ 経営不振の子会社Ｘ社が解散され、その営業が他の子会社Ｙ社に譲渡された場合に、

解雇されたＸ社の従業員Ａらが、不当労働行為又は解雇権濫用により解雇は無効である

として、Ｙ社に対し労働契約上の地位確認等を求めた事案。 

○ １審（静岡地裁）は、本件営業譲渡が組合排除の目的でなされたものでなく、また、

Ｘ社とＹ社がその経営主体が同一といえず労働契約が承継されることはないとしてＡ

らの請求を棄却した。Ａらはこれを不服として控訴した。 
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２．判決の要旨  

○ Ｘ社の経営が危機的状況にあり、（略）会社解散、営業譲渡、全員解雇の必要性がな

かったということはできないし、その回避努力を欠くということもできない、 

  Ｘ社は従業員を全員解雇したものであって組合員を差別するものではないし、Ｙ社の

半数雇用自体は、Ｙ社がその経営上の判断で採用したものであり、採用に当たっても、

組合員・非組合員それぞれ半数を雇用する方針で臨んだのであって、それが組合排除の

仕組みであるということはできない、 

 親会社が、子会社に対して、日常業務について指導することなく、Ｘ社及びＹ社は、

独自で営業活動を行っており、（略）両社を親会社が経営していたということはできず、

Ｘ社及びＹ社の経営主体が同一であったとはいえない、 

等により、Ａらの請求を棄却した。 

 

 

八 パナホーム事件（東京高裁平 20.6.26 判決） 

 

１．事案の概要  

○ Ｘ社はＹ社に営業譲渡され、Ｘ社に雇用されていたＡの従業員としての地位もＹ社に

承継された（その後Ｙ社はＺ社に吸収合併）。その後、Ａは退職し、Ｘ社での勤続年数

も通算されると主張して、退職金を請求した事案。 

○ １審（東京地裁）は、Ｘ社からＹ社への転籍は営業譲渡による包括承継で、明示的に

退職した事実がない限りＡの労働契約も承継されるとし、Ａが退職届等も提出しておら

ず、かえって会社の定型書式に勤続期間を通算する旨の記載がある承諾書に同意してお

り退職した事実が認められないので勤続期間は通算されるとした。ただし、通算しても

請求すべき残額はないと請求を棄却。Ａはこれを不服として控訴した。 

 

２．判決の要旨 

○ 一般に営業譲渡契約は、一定の営業目的のために組織化され、有機的一体として機能

する財産の全部又は一部の譲渡をいうが（最高裁判所大法廷昭和４０年９月２２日判

決）、譲渡の目的となる各個の権利義務については個別に権利の移転又は引受の手続を

とる必要があるというべきであるから、当該営業に従事する労働者と使用者である会社

との間の雇用契約も、営業譲渡に伴って当然に承継されるものではなく、営業譲渡契約

の譲渡人と譲受人が合意し、かかる労働者が同意して初めて承継されるものと解される

（民法６２５条１項）。そして、労働者の同意は黙示の承諾でも足りる。 

○ しかしながら、本件においては、上記営業譲渡に際して、Ｚ社の従業員の転籍に際し

ては、Ｘ社との雇用契約を合意解除し、Ｙ社と雇用契約を締結するものとされ、Ａもま

た上記内容に同意する旨の本件承諾書を提出していることから、上記営業譲渡により、

Ｘ社とＡとの間の雇用契約がＹ社に包括承継されたということはできない。 
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九 板山運送事件（名古屋地裁平 17.4.19 判決） 

 
１．事案の概要  

○ 運送業を営む有限会社Ｘ社の代表者であるＢが、新会社として株式会社Ｙ社（会社の

種類を除けば商号はＸ社に同じ）を設立して、Ｘ社の３つの部門のうち２つの部門と従

業員の多くをＹ社に転籍させ、その後、Ｘ社を解散してＸ社に残っていた労働組合員で

あるＡらを解雇した。Ａらが、Ｙ社の設立とＸ社の解散はいずれも法人格を濫用するも

のであり不当労働行為にも当たるので無効で、法人格否認の法理によりＹ社との間に労

働契約関係が成立しているとして、労働契約上の権利を有する地位の確認等を求めた事

案。 

 

２．判決の要旨  

○ 支配の要件 

確かに、Ｘ社とＹ社とは、役員、株主が共通している部分が多く、事務員が相互に助

け合ったり、従業員が他社の備品等を利用したことがあったが、これは小規模の同族会

社においてままみられることであり、事実上の関連性にすぎない。逆に、Ｘ社とＹ社の

仕事は日常的に別個のものであるし、それらの運転手も明確に区別されていたし、両社

の経理も別個にされていたし、両社の事務所も別々に置かれていたことなどに照らすと、

Ｘ社も、Ｙ社もそれぞれ別個の法人としての実体を有していたといえるのであり、Ｘ社

が実体のない会社であるとか、両社が一体となっていたということはできない。 

○ 目的の要件 

  Ｂが組合を脱退するよう勧奨したこと、Ｙ社の設立に不可解な点があることを考慮し、

本件の経緯を全体的に考察してもなお、Ｙ社の設立、Ｘ社の解散、Ｙ社の解散が、不当

労働行為であるとは認めることはできない。 

○  以上によれば、Ｘ社とＹ社に、法人格否認の法理を適用することはできず、ＡらのＹ

社に対する地位確認請求と賃金支払請求は、その余の点について判断するまでもなく

理由がない。 

 

 

十 更生会社フットワーク物流ほか事件（大阪地裁平 18.9.20 判決） 

      
１．事案の概要  

○ 更正会社Ｘ社が、再建の手法として、Ｙ社及びそのグループ会社（以下、Ｙ社等）に

２段階に分けて営業譲渡を行い、その際Ｘ社の全従業員を一斉に解雇した上で、再雇用

を希望し再雇用に伴う退職金に関する合意書を提出した者をＹ社等に再雇用するとい

う枠組みをとった。そのため、合意書を提出せず再雇用されなかったＸ社のＡらが、Ｙ

社等に対し、労働契約上の地位確認を求めた事案。 
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２．判決の要旨  

○ 本件の２段階にわたる営業譲渡に伴う、従業員の解雇と再雇用の枠組みは、全従業員

に全額の退職金を支払う原資にも事欠き、経済的に瀕死の状態にあるＸ社において、

3000 人を超える従業員の雇用を可及的に確保し、かつ、更生担保権や退職金債権をは

じめとする関係人の複雑困難な調整のための合理的手法として行われたものであり、解

雇及び再雇用に関し、権利の濫用ないし公序良俗に反すると認める事情も認められない。 

したがって、本件解雇は有効である。 

○  本件解雇は有効であるから、Ｙ社等とＡらとの間に雇用契約が締結されていない限り、

ＡらのＹ社等における従業員としての地位はないというべきである。 

そして、営業譲渡の譲受当事者は、採用の自由を有しており、どの従業員と労働関係

を持つかについて選択できる立場にある以上、Ａらの労働契約を承継しない旨の合意が

無効であると解することもできない。 

 

 

十一 南海大阪ゴルフクラブほか事件（大阪地裁平 21.1.15 判決） 

    
１．事案の概要  

○ 法人格なき社団であるＸはＹ社にゴルフ事業の全部を事業譲渡した。その際、Ｘはそ

の雇用するＡらを含む全員を解雇した。Ａらは、Ｙ社がＸと実質的に一体であったこと

などを理由に同解雇が解雇権の濫用で無効であるとして、Ｙ社に対し労働契約上の権利

を有する地位の確認等を求めた事案。 

 

２．判決の要旨  

○ 本件事業譲渡契約の契約書には明確にＸとその従業員との雇用関係は承継しない旨

明示的に記載されていること、また、同契約の当事者であるＸとＹ社の間でも同契約に

ついて、同記載に沿った内容で理解されていることを踏まえると、本件事業譲渡契約に

おいてはその契約書に記載されたとおりＸとその従業員との間の雇用関係はその契約

対象から除かれていたことが推認される。 

○ ＸとＹ社について、形骸化、濫用のいずれの側面から見ても法的に一体のものととら

えることはできない。 

○ Ｘとその従業員との「雇用関係を承継しない」旨の除外合意部分が組合ないし組合に

加入しているＡらを嫌悪する不当労働行為意思に基づいて行われたとして無効である

旨、その結果、Ｙ社にＸとＸの従業員との雇用関係が承継される旨主張については（略）

理由がない。 

仮に、Ａらの主張に理由があり、本件除外合意部分がＡらの主張するとおり無効であ

るとしても、少なくとも、本件事業譲渡契約中の同合意部分が存在しなくなるだけであ

って、当然に、ＸとＸの従業員との雇用関係がＹ社に承継される旨擬制されることはな

い。 

青山会事件判決（東京高裁平 14.2.27）も当然に譲渡先使用者と同従業員との雇用関
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係の成立それ自体を認めたものではない。同判決の判示は本件に直ちに当てはまるもの

ではない。 

○  同解雇が解雇権の濫用である旨の主張は、ＸとＹ社との実質的同一性、Ｙ社がＸとＸ

の従業員との間の雇用関係を承継していることを前提とする主張であるところ、同前

提事実は認められない。 

 

 

＜雇用関係の承継と労働条件の変更に関する事案＞ 

 

十二 エーシーニールセン・コーポレーション事件（東京高裁平 16.11.16 判決） 

      
１．事案の概要  

○ Ｙ社はＸ社から営業譲渡を受けた。その後（ｄ日）、Ｘ社の従業員のＡらはＹ社の従

業員として雇用され、Ｙ社は新人事制度により新給与規定等を施行した。これによりＡ

らは給与が降給されたため、Ｘ社と同一の労働条件をＹ社に求めた事案。 

○ １審（東京地裁）は、営業譲渡の時点ではＸ社が従業員を雇用したままＹ社の業務を

行う契約をしており、Ａらは、営業譲渡による地位の承継ではなく、新人事制度等に同

意してその遵守に努める旨の誓約書の提出による個別契約によりＹ社の従業員となっ

たとして、Ａらの労働条件は新人事制度に従うとした。Ａらはこれを不服として控訴し

た。 

 

２．判決の要旨  

○ そもそも使用者がその営業を他に譲渡した場合には、使用者と営業譲渡の対象とされ

た業務に従事していた被用者との間の労働契約上の地位は、営業譲渡当事者間において

特段の定めをしない限り、譲受会社に承継され、その場合の労働条件については、譲受

会社の就業規則の定めその他の労働条件が転籍した被用者に当然に適用されるもので

はなく、転籍した被用者にその適用がされるためには、当該被用者がこれらの労働条件

に同意することが必要である。 

○ 本件についてみると、営業譲渡契約書には、Ｘ社がすべての従業員を引き続き雇用し、

（略）Ｙ社は、従業員に関していかなる責任も権限も引き受けないものとされているこ

とが認められ、Ｙ社が、Ｘ社との間で、営業譲渡の対象とされた業務に従事する従業員

との間の労働契約上の地位を承継しない旨の定めがあると見られなくもない。しかしな

がら、（略）Ｙ社は、改めてＸ社との間で、ｄ日付けで営業譲渡の対象とされた業務に

従事する従業員との間の労働契約上の地位を承継する旨の合意をしていたと認めるの

が相当である。 

そして、転籍を希望するＸ社の従業員は、全員、本件誓約書を提出することによって、

新人事制度の下で新たな基本給に同意するとともに、新人事制度を規定した新給与規定

等の遵守に努める旨の意思を表明しており、新給与規定等に対して個別的な同意を与え

ていたことが認められるから、Ａらを含む転籍者の労働条件は、新給与規定等によって
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規律されることになる。 

（なお、Ａらの同意は錯誤に基づく意思表示であるとの主張は採用されず、新給与規

定等はＡらに対しても有効とされた。） 

   
 

＜その他（雇用関係の承継の責任を親会社に認めた事案）＞ 

 

十三 第一交通産業ほか（佐野第一交通）事件（大阪高裁平 19.10.26 判決） 

 

１．事案の概要  

○ タクシー事業を営むＸ社は株主総会の決議により解散し、その従業員であったＡらが、

Ｘ社の解散及びそれを理由とする組合員であるＡらの解雇について、 

① Ｘ社の親会社であるＺ社（Ｘ社及びＹ社の全株式を所有）が労働組合を壊滅させる

目的で行った不当労働行為であると主張して、Ｚ社に対し法人格否認の法理に基づき、

労働契約上の権利を有する地位の確認等を求めるとともに、 

② Ｘ社と同じ営業区域においてタクシー事業を営むＹ社に対し、Ｙ社はＺ社の指示の

下、Ｘ社の事業を承継したものであるなどと主張して、法人格否認の法理に基づき、

労働契約上の権利を有する地位の確認等を求めた事案。 

○ １審（大阪地裁堺支部）は、Ｚ社は組合を排斥する目的でＸ社の法人格を違法に濫用

しＸ社を解散し、また、Ｘ社と同一の事業をＹ社が継続していることから偽装解散に当

たるとした上で、Ｘ社と同一の事業を継続し、法人格が形骸化しているとは認められな

いＹ社に対して雇用契約上の責任を追及することはできるが、Ｚ社に対しては雇用契約

上の責任を追及することはできないとした。Ａら及びＹ社・Ｚ社はこれを不服として双

方控訴した。 

 

２．判決の要旨 

○ 本件においては、Ｘ社の法人格が完全に形骸化しているとまではいえないけれども、

親会社であるＺ社による子会社であるＸ社の実質的・現実的支配がなされている状況の

下において、組合を壊滅させる違法・不当な目的で子会社であるＸ社の解散決議がなさ

れ、かつ、Ｘ社が真実解散されたものではなく偽装解散であると認められる場合に該当

するので、組合員であるＡらは、親会社であるＺ社による法人格の濫用の程度が顕著か

つ明白であるとして、Ｚ社に対して、Ｘ社解散後も継続的、包括的な雇用契約上の責任

を追及することができる。 

○ 一般的には、偽装解散した子会社とおおむね同一の事業を継続する別の子会社との間

に高度の実質的同一性が認められるなど、別の子会社との関係でも支配と目的の要件を

充足して法人格濫用の法理の適用が認められる等の場合には、子会社の従業員は、事業

を継続する別の子会社に対しても、子会社解散後も継続的、包括的な雇用契約上の責任

を追及することができる場合があり得ないわけではない。 

しかしながら、本件においては、Ｘ社との間で法人格の濫用の法理を適用できないこ
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とは明らかである。その理由は次のとおりである。 

実質的・現実的支配を及ぼしていたのはＹ社ではなくＺ社であって、（略）Ｚ社がま

ず第一にその責任を負担すべきである。（略）Ｘ社とＹ社との間に高度の実質的同一性

があるとは言い難い。親会社であるＺ社に法人格否認の法理が適用される本件において、

Ｘ社との関係がより希薄なＹ社にまで法人格濫用の法理を適用する必要性はない。 

したがって、Ｙ社に対して、法人格の濫用を理由としては、組合員であるＡらは、Ｘ

社解散後の継続的、包括的な雇用契約上の責任を追及することはできない。 

 

 

＜団体交渉応諾義務＞ 

 
十四 盛岡観山荘病院不当労働行為再審査事件（中労委平 20.2.20 命令） 

    
１．事案の概要 
○ 個人病院（旧病院）の開設者Ｘの死亡に伴い、その相続人から裁判所の競売手続を通

して病院資産を取得した上、同じ名称を使用して病院経営を引き継ぎ新たに開設したＹ

（それまで非常勤医師として旧病院で勤務）が、旧病院の従業員で組織する労働組合が

申し入れた採用問題等に関する団体交渉に、組合の組合員と雇用関係にないとの理由で

Ｙが応じなかったことが不当労働行為であるとして救済申立てをした事案。 
○ 初審は団交拒否に正当性はないとして不当労働行為とした。これを不服としてＹは再

審査を申し立てた。 
 

２．命令の要旨 
○ 本件団交申入れ（注；新病院開設前の段階のもので、その内容は新病院における従業

員の労働条件に関するもの）の時点において、Ｙは本件申入れから 15 日後には新病院

の労働契約上の使用者となることが予定され、組合員を含む旧病院の従業員は引き続き

雇用される蓋然性が大きかったといえる。そうすると、Ｙは近接した時期に、組合員ら

を引き続き雇用する可能性が現実的かつ具体的に存する者ということができるのであ

り、本件団交申入れ時点において労働契約上の使用者と同視できる者である。 
   したがって、Ｙは本件申入れに応ずべき者として労組法第 7 条第２号の使用者に該当

する。 
○ Ｙによる新病院の開設は、新規開設の形式は取っているものの、その実質は旧病院の

事業の承継であるということができること、Ｙ主導の下に行われた採用方針の決定から

具体的な採否の決定に至る一連の行為の実態は、旧病院から新病院への事業の承継に当

たって、新病院の従業員として継続して雇用する者と新病院開設を契機に解雇する者と

に選別するものであったといえることから、本件における不採用は労組法第 7 条第２号

の適用に当たっては、新病院開設に伴う従業員の新規採用の場合の不採用と同視するこ

とは相当ではなく、実質的には Y による解雇と同視すべきものである。 
本件団交申入れ（注；新病院開設時の段階のもの）は、応募した希望者全員の採用を
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求める形式になっているものの、その実質は、上記のとおり解雇と実質的に同視すべき

採用拒否を争って団交を求めるものである。したがって、Ｙは上記団交申入れにおける

団交事項との関係では、労働契約上の使用者と同視すべき者であって、労組法第 7 条第

２号の使用者に該当する。 


